
 

                                                  
1 会社法 331 条 1 項 1 号 

 

連載 『会社運営に役⽴つ法制度』 

 第９回 会社運営と成年後⾒ 〜経営者が認知症になったら〜 

 先日閉会した本年度の通常国会では、成年被後見人等の欠格事由の見直しに関する「成年被後見人

等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律案」が提出されまし

た（閉会中審査の対象となっており、法案成立には至っておりません。）。この法案は、いわゆるノー

マライゼーションの観点から、成年被後見人等であることが一定の士業・公務員・法人役員等の資格

や職種、一定の営業許可の欠格事由に該当すると定める現行制度を改めることを目的とするものです。 

 判断能力の衰えの程度や経営への意欲は、同じ成年後見制度を利用する方であっても個人差がある

ことが予想されるため、一律に欠格事由とするのではなく、個別の判断を可能とする見直しの方向性

を妥当と考えますが、現実問題として、成年後見制度を利用する方が企業経営の舵取りを担うことは

事実上困難なケースが多いといえるでしょう。 

 そこで今回は、経営者が成年後見制度を利用することになった場合について、会社法上のルールと

課題を解説したいと思います。 

１．成年被後⾒人・被保佐人は、現⾏法では取締役の欠格事由に該当します1。 
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成年被後見人となった場合 

被保佐人となった場合 

認知症になった場合 

被補助人となった場合 

任意後見契約の効力が 

発生した場合 

当然に取締役を 

退任します。 

 

２週間以内に取締役の退任登記をす

る必要があります。定足数に足りなく

なる場合には、後任者の選任が必要と

なる場合があります。 

当然には取締役を 

退任しません。 

 

取締役を続けることができない場合に

は、退任するための手続が必要となり

ます（辞任、解任、任期満了など）。 

 



 

 

２．オーナー経営者が認知症になった場合には、「誰が」自社株の議決権を⾏使 
  するのかを確認する必要があります。   

 大株主であるオーナー経営者が認知症になり、判断能力があると言えない場合には、そのオーナ

ー経営者が議決権を行使したことによって成立した株主総会決議については、有効であるかが争い

となる可能性を否定できません。なお、株主総会は、役員を選任したり、商号や事業目的を変更し

たり、合併などの組織再編をするなど、重要事項を決定する際に必要となります。 

 既に成年後見を開始している場合には、成年後見人が代理人として議決権を行使することができ

ますが、保佐・補助・任意後見を開始している場合には、必ずしも、保佐人・補助人・任意後見人

（以下「保佐人等」といいます。）が議決権を行使することになるとは限りません。保佐人等が本

人の代わりに議決権を行使するためには、あらかじめ指定された保佐人等の代理権に株式の議決権

行使が含まれているかを確認する必要があります。 

３．まとめとして 

 本レポートでは、経営者が成年後見等の制度を利用する場合のルールを採り上げましたが、現実

には、取締役として日々高度な経営判断を行い、かつ、株主として重要事項を決定する権限をもつ

オーナー経営者の判断能力の喪失は、企業にとって避けるべき異常事態といえるでしょう。そのよ

うな事態が現実になってしまう前の段階で、そして、自社に対する考えや思いを次の体制に反映で

きる段階で、承継対策を採ることが改めて重要といえるでしょう。 

  （文責 ： 司法書士・行政書士 小野絵里） 

 本レポートは法的助言を目的とするものではなく、個別の案件については各々固有・格別の事情・状況

に応じた適切な助言を求めていただく必要がございます。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的

な見解であり、当法人若しくは当グループ又は当法人のクライアントの見解ではありません。 

 PLUS Report では、本誌をより充実させ皆様に有益な情報を発信していくため、皆様のご意見・ご感想

をお待ちしております。採りあげますテーマなどお気軽にご意見やご要望をお寄せ頂けましたら幸いです

（PLUS Report 事務局 plus-report@plus-office.com） 

（お問合せ先） プラス事務所〜司法書⼠法⼈・⼟地家屋調査⼠法⼈・⾏政書⼠法⼈〜 

      福岡オフィス  司法書⼠ 森⽥良彦 / 司法書⼠・⾏政書⼠ ⼩野絵⾥ / 司法書⼠ 丸山主税 

東京オフィス 〒104-0031 

 東京都中央区京橋 1 丁目 1 番 1 号 八重洲ダイビル 5F 
 TEL 03-3516-1447 / FAX 03-3516-1448 

佐世保オフィス 〒857-0041 
 ⻑崎県佐世保市⽊場⽥町 1 番 1 号 松永ビル 1F 
 TEL 0956-23-5400 / FAX 0956-23-5440 

熊本オフィス 〒860-0806 
 熊本市中央区花畑町 4 番 1 号 太陽生命熊本第 2 ビル 6F 
 TEL 096-342-4300 / FAX 096-342-4302 

福岡オフィス 〒810-0001 

 福岡市中央区天神 2 丁目 14 番 8 号 福岡天神センタービル 3F 
 TEL 092-752-8266 / FAX 092-752-8267 

博多オフィス 〒812-0012 
 福岡市博多区博多駅中央街８番２７号 第１６岡部ビル１０F 
 TEL 092-461-7750 / FAX 092-461-7751 

 


